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はじめに

社会インフラである損害保険を、
持続可能なものに

2023年12月、当協会の一部の会員会社が、独占禁止法に抵触すると考えられる企業向け保険の引受けに

関する保険料調整行為等の問題により、金融庁から業務改善命令を受けました。

その要因の一つには、業界全体として、企業の事業活動における損害保険本来の価値をお客さまにお伝え

する取組みが不十分であり、結果として保険とは直接関連のない政策保有株式や各種便宜供与等の要素

で保険会社が選択され得る環境を作り出してしまったことが挙げられます。

損害保険は相互扶助の精神からなる重要な社会インフラであり、これからも人々の暮らしや事業活動を支

え続けられるよう、健全な競争環境を改めて整備することによって持続可能なものにしていかなければなり

ません。

そのためには、最適な保険やサービスを適正な保険料でお客さまに選択いただくことができる環境を整え

た上で、保険会社が従来以上にお客さまを取り巻くリスクやニーズを正確に把握し、自社の特長を生かし

た提案を行っていくことが必要となります。

こうした観点から、本リーフレットでは、各社が提案する保険やサービスをお客さま

に検討・選択いただく際の前提知識となる、リスクマネジメントや損害保険

に関する基礎的な情報を整理しています。
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損害保険の役割

損害保険の特徴を生かしたリスクマネジメントで、
サステナブルな成長を下支え

リスクマネジメントの必要性
ISO31000において、リスクは「目的に対する不確か
さの影響」、リスクマネジメントは「リスクについて組
織を指揮統制するための調整された活動」と定義さ
れ、企業価値を創造し、保護するために、リスクマネ
ジメントが求められています。

近年、テクノロジーの進展や気候変動等といった社会
環境・自然環境の変化によって、企業を取り巻くリス
クは複雑化・大型化しています。
リスクマネジメントの失敗は、株主等のステークホル
ダーからの経営責任の追及、経営者の退任、企業とし
ての市場からの撤退などにもつながりかねません。

リスクへの対策
企業が成長していくためには様々
なリスクと向き合うことが不可欠で
あり、それぞれの特性を踏まえた
最適な対策を講じていくことが重
要です。リスクへの対策は、リスク
の発生頻度と影響度に応じて回
避・低減・保有・移転の4つに大別
され、損害保険は、発生頻度が低
く、大きな損失をもたらすリスクに
有効な「移転」の一つの手段と位
置付けられます。

【企業を取り巻くリスクの例】

移転（第三者にリスクを転嫁）
● 損害保険（例：火災保険、賠償責任保険）
● デリバティブ取引（例：地震デリバティブ）
● 証券化商品（例：CATボンド）　等

回避 （リスク自体をなくす）

● 新規事業の実施見送り
● 既存事業の停止・売却　等

保有（自社の資金で損失に対処）
● 流動資産での対応
● 増資による資金調達　等

低減（発生頻度や影響度を小さくする）
● 事前の予防策
（例：サイバーセキュリティ対策の強化）
● 事故発生時の軽減策
（例：インシデント対応マニュアルの策定）　等

経
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【ISO31000 リスクマネジメントプロセス】

組織の状況の確定

リスク特定

リスク分析
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リスク対応

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
及
び
協
議

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
及
び
レ
ビ
ュ
ー

リスクアセスメント

震災、台風、豪雨、洪水

ビル・工場火災

PL事故、リコール

システム停止、サイバー攻撃

土壌・海洋汚染

粉飾決算

不良債権

国際紛争

為替変動

CM・SNS等コンテンツの炎上

自然災害

建物・設備

製品

IT

環境

法務・倫理

財務

政治

経済

社会



損害保険を支える原則

相互扶助を実現する保険料設定

相互扶助の精神
保険は「相互扶助」の精神に基づいて成り立つしくみです。
契約者がお互いに保険料を拠出し合い、一部の契約者に事故による経済的損
失が生じた際に、集まった保険料を原資にその損失を補填することで、個々で
は備えきれない大きな損失に備えることが可能となります。
保険とは、さまざまな事故や災害を経験してきた人々が、より小さな負担で安
心を得るために助け合いの精神で作り上げた、必要不可欠な社会インフラです。

データに基づく保険料設定
契約者が拠出し合う保険料は、さまざまなデータに基づいて決定されています。

大数の法則

リスクの発生確率を推計
サイコロを振る回数を増やしていくとそれぞれの目が出る確率が6分の1に近づいていくように、サンプル数の増加に従って確
率が一定値に収れんしていくことを「大数の法則」といいます。
保険においても、いつ、どこで、誰が事故に遭うかを予測することはできませんが、保険会社が蓄積している膨大な数の事故
や災害のデータを分析することで、一定の分類ごとに事故の発生確率を統計的に算出し、保険料に反映しています。

大数の法則が働きにくいリスクを引き受ける際には、「再保険」を利用するケースがあります。詳しくはP.6「再保険のし
くみ」をご参照ください。

保険料負担の公平の原則

発生確率の高低を保険料に反映
契約者や保険の対象によって事故の発生確率は異なります。これを保険料に反映させて公平性を保つことを「保険料負担の
公平の原則」といいます。
一般的には事故の発生確率が高いと判断される場合は保険料が高く設定され、事故の発生確率が低いと判断された場合は保
険料が低く設定されることになります。
事故の発生確率を保険料に反映させるには、正しい情報を契約者自身から提供していただくことが必要不可欠です。

収支相等の原則

保険会社の収入と支出を均衡
契約者が支払う純保険料の総額と、保険会社が支払う保険金の総額が等しくなるよう保険を運営することを「収支相等の原
則」といい、保険料はこの原則に基づいて設定されています。詳しくはP.5「損害保険の保険料構成」をご参照ください。
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巨大損害に備えて
数十年や数百年に一度といった頻度で起こるような大規模な自然災害や火災事故
等は、通常の想定を大きく超える巨大な損害を社会にもたらします。
保険会社は、通常の観測では把握できないデータも考慮した上で、こうした巨大損
害による保険金支払いにも対応できるように、純保険料を決定しています。

資本コストの確保
保険会社は、引き受けるリスクの大きさに応じて予め一定の資本を準備することが
求められます。資本の調達には、株主への配当や銀行からの借入れに対する利子
等といったコストがかかることから、保険会社が安定的に保険を提供し続けるにあ
たっては、資本コストを確保した保険料設定を行う必要があります。

保険料は、保険会社が支払う保険金および各種経費と均衡を保つよう、 

「純保険料」と「付加保険料」から構成されています。

事故の発生頻度や損害額など、過去の大量のデータに基づいて算出される、事故
が発生した際に保険会社が支払う保険金の原資となる保険料部分です。

純保険料には含まれていない、保険会社が事業を運営するために必要な費用（社
費）や、損害保険代理店に支払う手数料（代理店手数料）、保険会社の利益（利潤）
に対応するための保険料部分です。

それぞれの役割は以下のとおりです。

損害保険の保険料構成

保険料

純保険料

付加保険料
社費 代理店手数料 利潤
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損害保険を長期安定的に運営していくための保険料構成



参  考

再保険と共同保険
より幅広いリスクに損害保険を提供していくためのしくみ

再保険とは、保険会社が保険金支払責任の一部また
は全部を国内外の他の保険会社 （再保険者）に転嫁
することをいいます。
再保険は、大数の法則が働きにくい保険契約を引き
受けるようなケースで利用されることがあります。再
保険の手配によって、危険の分散・平準化・同質化
を図り、擬似的に大数の法則が働きやすい環境を作
り出すことで、保険事業の安定化を実現しています。
再保険の手配可否や再保険料水準は、国内外の自
然災害等の事故の発生状況等によって変動するた
め、保険会社の保険料設定にも影響を及ぼすことが
あります。

【再保険の手配による危険の分散・平準化・同質化】

【自然災害の発生と再保険料率の推移】
（2003年度を基準とした場合の変動イメージ）
※金融庁「2023年 保険モニタリングレポート」を参考に日本損害保険協会で独自作成

●共同保険とは、複数の保険会社が共同して保険を引き受けることをいい、主に保険会社１社では引き受けるこ
とが困難な巨大なリスクを、複数社で分散することで引受可能とするためなどに用いられます。

●共同保険における契約締結の合意は各保険会社が別個に行い、各保険会社は引き受けたシェアに応じて保険
金支払いの責任を独立して負います。

●適用する保険料率に着目した場合、共同保険の組成方式には以下の2方式があります。

不均質なリスク

再
保
険
料
率

高

低
2003 東日本大震災

ニュージーランド地震
タイ洪水

台風21号・24号

北米ハリケーン
 (ハービー、イルマ、
マリア)

北米ハリケーン
（イアン）

風水災
地震

北米ハリケーン
(アイダ)

均質なリスク

再保険で転嫁

再保険のしくみ

共同保険のしくみ

6

損保A（幹事会社）  シェア50%

損保B（非幹事会社）  シェア30%

【従来方式】
シェアに応じた保険料を支払い
【ディファレンシャル方式】
各社の保険料率に応じた保険料を支払い

契約者

損保C（非幹事会社）  シェア20%
シェアに応じた保険金を支払い

保険契約申込書の受領、保険証券の発行、保険料の領収・返戻、損害サービス対応等については、幹事会社が代表して行います。

従来方式 ディファレンシャル方式

・保険料率

・補償内容
・引受条件

・各種事務
・損害サービス

幹事会社と同一の保険料率を非幹事会社が使用します。
幹事会社の保険料率に関わらず、非幹事会社が各々の保険
料率を使用します。

幹事会社と非幹事会社が同一の引受条件・補償内容で、分担して保険契約を引き受けます。

※ディファレンシャル方式の検討に至った背景や、各方式の
イメージについては、右記リンク先の資料もご参照ください。




